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規
約
改
正
は
１
２
年

１
月
か
ら
１
５
年
３
月

ま
で
計
１
１
回
開
い
た

「
新
た
な
管
理
ル
ー
ル

検
討
会
」
の
検
討
を
踏
ま

え
た
も
の
。 

改
正
の
ポ
イ
ン
ト
は

２
面
表
の
通
り
。
最
大
の

特
徴
は
、
役
員
の
資
格
要

件
で
「
組
合
員
」
の
規
定

を
削
除
し
た
条
文
を
設

け
、
外
部
専
門
家
を
活
用

し
た
い
組
合
に
選
択
肢

を
用
意
し
た
点
。
１
９
８

２
年
５
月
の
標
準
管
理

規
約
初
策
定
以
来
、
「
役

員
＝
区
分
所
有
者
」
と
し

て
理
事
会
運
営
方
式
が

定
着
し
て
き
た
が
、
今
後

第
三
者
の
理
事
長
、
理

事
、
監
事
へ
の
就
任
が
可

能
と
な
り
、
い
わ
ゆ
る
管

理
者
管
理
の
選
択
も
で

き
る
よ
う
に
な
る
。 

た
だ
し
選
任
方
法
は

細
則
で
定
め
る
と
し
、
資

格
要
件
も
含
め
細
部
の

例
示
は
今
後
検
討
さ
れ

る
。 管

理
費
と
管
理
組
合

業
務
の
規
約
条
文
も
改

正
し
た
。
削
除
案
に
関
係

団
体
か
ら
異
論
の
あ
っ

た
「
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

ー
に
も
配
慮
し
た
居
住

者
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

ー
形
成
」
に
関
す
る
費
用

や
業
務
の
規
定
は
、
検
討

会
の
提
言
通
り
削
除
と

な
っ
た
。 

一
方
、
指
針
の
前
文
で

マ
ン
シ
ョ
ン
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
形
成
を
「
重
要
な

も
の
で
あ
り
、
管
理
組
合

に
お
い
て
も
区
分
所
有

法
に
則
り
、
積
極
的
に
取

り
組
む
こ
と
が
望
ま
し

い
」
と
明
記
。
規
約
コ
メ

ン
ト
で
管
理
組
合
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
形
成
活

動
の
留
意
点
を
述
べ
て

い
る
。 

そ
の
ほ
か
、
監
事
の
理

事
会
出
席
を
義
務
付
け
、
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役
員
の
利
益
相
反
取
引

防
止
規
定
や
暴
力
団
排

除
条
項
を
新
設
。
災
害
時

等
の
理
事
会
の
応
急
的

対
応
を
明
確
化
し
、
理
事

長
等
に
よ
る
占
有
部
分

の
立
ち
入
り
権
限
を
容

認
し
た
。 

◇ 

パ
ブ
コ
メ
の
結
果
は

意
見
総
数
７
６
０
。
意
見

提
出
者
数
団
体
含
め
１

２
５
。
主
要
項
目
に
対
す

る
国
交
省
の
考
え
方
が

示
さ
れ
て
い
る
。 

一
連
の
役
員
の
責
任

強
化
は
「
管
理
組
合
の
ガ

バ
ナ
ン
ス
強
化
の
観
点
」

に
立
っ
て
規
定
。
外
部
専

門
家
の
資
格
要
件
等
は
、

今
後
具
体
例
の
提
示
を

検
討
す
る
。 

東
京
都
大
田
区
は
２

月
１
２
日
、
全
国
で
初
め

て
民
泊
施
設
２
物
件
を

認
定
し
た
。
う
ち
１
件
は

投
資
用
分
譲
マ
ン
シ
ョ

ン
。
管
理
規
約
は
標
準
管

理
規
約
同
様
「
専
ら
住

宅
」
と
し
て
の
使
用
の
み

を
許
可
し
て
い
る
内
容

だ
。 認

定
物
件
は
百
戦
錬

磨
（
上
山
康
博
社
長
）
の

子
会
社
と
ま
れ
る
（
本
社

東
京
）
申
請
の
戸
建
て

と
マ
ン
シ
ョ
ン
各
１

件
。
マ
ン
シ
ョ
ン
は
東

京
・
西
蒲
田
の
「
ジ
ー

ベ
ッ
ク
蒲
田
ス
テ
ー
シ

ョ
ン
エ
グ
ゼ
」
（
築
２

年
・
７
３
戸
）
の
１
戸

（
２
６
平
方
㍍
）
だ
。 

区
で
は
審
査
基
準
等

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
定

め
、
申
請
者
に
近
隣
住

民
へ
の
周
知
を
求
め
て

い
る
。 

百
戦
錬
磨
に
よ
る
と

周
知
方
法
は
、
民
泊
に
申

請
す
る
趣
旨
の
文
書
を

全
戸
の
郵
便
受
け
に
投

函
。
対
面
希
望
の
居
住
者

に
は
会
っ
て
説
明
し
た
。

騒
音
や
ゴ
ミ
出
し
ト
ラ

ブ
ル
等
を
心
配
す
る
居

住
者
に
は
２
４
時
間
対

応
の
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

の
仕
組
み
を
説
明
。
「
特

段
反
対
す
る
人
は
い
な

か
っ
た
」
（
申
請
会
社
広

報
担
当
）
と
し
、
管
理
組

合
の
了
解
は
得
て
い
な

い
と
い
う
。 

専
有
部
分
の
用
途
に

関
し
、
管
理
規
約
で
は
標

準
管
理
規
約
に
準
拠
し

「
専
ら
住
宅
と
し
て
使

用
」
の
み
を
認
め
て
い
る

内
容
で
、
同
社
は
「
現
時

点
で
は
、
民
泊
が
管
理
規

約
に
違
反
し
て
い
る
と

は
決
ま
っ
て
い
な
い
」
と

強
調
す
る
。
周
知
期
間
は

数
日
間
で
終
了
し
、
区

へ
申
請
し
た
。 

区
の
伊
藤
弘
之
生
活

衛
生
課
係
長
は
「
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
で
は
管
理
規

約
の
確
認
は
認
定
要
件

に
し
て
お
ら
ず
、
管
理

組
合
の
了
解
も
要
件
で

は
な
い
」
と
指
摘
。
国

の
判
断
が
明
確
で
な
い

現
在
、
申
請
方
法
に
問

題
は
な
い
と
話
す
。 

同
マ
ン
シ
ョ
ン
の
分

譲
・
管
理
の
事
業
関
係

者
は
「
管
理
組
合
と
し

て
は
こ
れ
か
ら
対
応
を

検
討
す
る
予
定
」
と
し

て
い
る
。（
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
新
聞9

9
7

号
） 

 

議
決
権
の
価
値
割
合

設
定
を
認
め
る
規
約
コ

メ
ン
ト
部
分
は
「
あ
く
ま

で
新
築
時
に
限
っ
た
選

択
肢
」
と
強
調
し
た
。 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
活

動
は
「
国
交
省
と
し
て

は
、
防
災
・
防
犯
・
美
化
・

清
掃
・
緑
化
・
景
観
形

成
・
生
活
ル
ー
ル
調
整
な

ど
、
居
住
環
境
の
維
持
・

向
上
に
資
す
る
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
ー
活
動
に
は
管

理
費
か
ら
支
出
可
能
で

あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
」

と
述
べ
て
い
る
。 

規
約
等
各
種
資
料
は

国
交
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

「
マ
ン
シ
ョ
ン
政
策
」
サ

イ
ト
の
「
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
に
つ
い
て
」
に
掲
載
し

て
い
る
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
新
聞1

0
0
0

号
） 

管

理

規

約 
「
専
ら
住
宅
」 

業
者
は
「違
反
と
思
っ
て
い
な
い
」 

投
資
型
で
「民
泊
」認
定 

適
正
化 

指
針
も 

 

管
理
組
合
「ガ
バ
ナ
ン
ス
」強
化
へ 

国
土
交
通
省
は
３
月
１
４
日
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
指
針
と
マ
ン
シ
ョ
ン
標
準
管
理
規
約
・
同
コ
メ
ン
ト
の
一
部
を
改
正
し

た
。
昨
年
１
０
月
に
行
っ
た
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
改
正
案
と
お
お
む
ね
内
容
は
同
じ
。
規
約
改
正
で
は
、
区
分
所
有
者
以
外
の

外
部
専
門
家
も
管
理
組
合
役
員
に
な
れ
る
規
定
を
選
択
肢
と
し
て
設
置
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
形
成
は
、
指
針
で
管
理
組
合
の
積
極
的

な
取
り
組
み
を
望
ま
し
い
と
位
置
付
け
た
上
で
、
管
理
費
と
管
理
組
合
業
務
の
規
約
条
文
か
ら
「
近
隣
に
も
配
慮
し
た
居
住
者
間
の

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
形
成
」
い
わ
ゆ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
条
項
を
削
除
し
た
。
規
約
改
正
は
２
０
１
１
年
７
月
以
来
５
回
目
。
新
た
な

組
合
運
営
に
対
応
す
る
大
き
な
変
更
を
含
ん
で
い
る
が
、
個
々
の
マ
ン
シ
ョ
ン
の
規
約
改
正
は
任
意
。
団
地
型
・
複
合
用
途
型
の
標

準
規
約
に
つ
い
て
も
同
様
の
改
正
を
順
次
行
う
。 

５年ぶり 
５ 回 目 
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編集後記：国土交通省より３月１４日に標準管理規約改正、適正化法の改正内容が公表されました。各管理組合

では現行管理規約の見直しの検討を開始しているところかと思います。今回の改正はかなり大幅な内容となって

いますので、管理組合〈理事会〉の諮問機関（専門委員会）でじっくり検討して、自分たちのマンションに適し

たものにすることかと思います。標準管理規約は時代に適したものになるように何年かおきに改正していますが、

あくまで指針〈参考〉であり、標準管理規約通りにすることではありません。専門委員会で検討に当たっては専

門的知識を持つ専門家(マンション管理士等)にアドバイスを貰うことが結局は近道と思います。(吉田) 

判例トピック 
気になる人は気になるが、そうでな

い人は…。バルコニーの透明ガラスに
染みのような不具合があるとして、修
補等を望んでいた区分所有者が売り主
に修補拒否された後、管理組合に対し
必要な対応義務を怠ったとして１１５
万円の賠償を求めていた訴訟の控訴審
判決が昨年１１月１１日東京高裁であ
り、区分所有者の控訴を棄却した。 

裁判記録によると、都内約２５０戸
のマンションで原告は１０階の住戸を
所有していた。問題になったガラスは
バルコニーの４枚中の１枚。 

原告は入居後２年のアフターサービ
ス特約期間中、売り主にガラス交換等
の修補を求めていたが拒否され、共有
部分だとして管理組合に修補等を要求
した。 

現場確認した理事長報告によると
不具合は「確かに目視で分かる程度
の小さな気泡がまだらにある。気に
なる人は気になるが、気にならない
人はならない」というレベルで、交
換見積額は８５万円だった。 

臨時総会で修補の賛否を問い、賛成
４３％と過半数に届かず否決した。 

２０１５年７月１７日、東京地裁判
決は、ガラスの染みのような部分を「眺
望が遮られることはないものの、やや
透過性が異なっているが、通常の使用

「対応怠った」と管理組合を提訴 

管理義務「合理的範囲」に限定 

に支障を生じさせる性質のものとは
認められない」と指摘。「管理組合が
売り主に修補請求しても修補が実現
した蓋然性が高いとは認められない」
と判じた。 

管理組合として共用部分を適正に
管理する義務を負っているものと解

されるとしても、共用部分に存在する
不具合の全てについて、その程度等に
関わらず、修補をする義務があるとい
うことはできず、不具合の程度や修補
のために生ずる管理組合の費用負担
の程度等に照らし、合理的と認められ
る範囲で修補等の対応をする義務が
あるとして、臨時総会の決議を重視
し、原告請求を棄却した。（マンショ
ン管理新聞 998号） 

１・２審とも原告 
区分所有者が敗訴 

バルコニーガラスの不具合、売り主は修補拒否 

 

Ｉ. 「マンションの管理の適正化に関する指針」改正の概要 
１．コミュニティー形成の積極的な取り組みを新たに明記 
「基本的方向」に、新たに、コミュニティー形成の重要性を位置付

け、「管理組合が留意すべき基本的事項」に管理費とその他の費
用の適切なしゅん別の留意点を記載 
２．外部専門家を活用する場合の留意事項を明記 
「基本的方向」「管理組合が留意すべき基本的事項」に、外部専

門家の活用及びその場合の留意事項を記載 
 

II. 「マンション標準管理規約」改正の概要 
１．外部の専門家の活用 
理事長を含む理事及び監事について、これまで区分所有者に限

定していたものを、選択肢として外部の専門家も就任可とし、利益
相反取引の防止、監事の権限の明確化等の所要の規定を措置
（全般関係コメント、第 35条～第 41条、別添１等） 
２．駐車場の使用方法 
駐車場が全戸分存在しない場合における入れ替え制などの公平

な選定方法、空きが生じている駐車場の外部貸しに係る税務上の
注意喚起等の解説を追加(第 15条関係コメント) 
３．専有部分等の修繕等 
専有部分等の修繕は、理事会の承認等を得て実施可能とする

(第 17条、第 21条、第 22条、別添２等) 
４．暴力団等の排除規定 
暴力団の構成員に部屋を貸さない、役員になれないとする条項

を整備(第 19条の 2、第 36条の２等) 
５．災害等の場合の管理組合の意思決定 
緊急時における補修などの保存行為は理事長が単独で判断し、

緊急時の応急修繕は理事会で決定すること等とした（第 21条、第
54条等） 

６．緊急時の理事長等の立ち入り 
緊急時における補修などの保存行為は理事長が単独で判断し、

緊急時の応急修繕は理事会で決定すること等とした（第 21条、第
54条等） 
７．コミュニティー条項等の再整理 
防災・防犯、美化・清掃などのコミュニティー活動は可能であるこ

とを明確にし、判例も踏まえた条項として各業務を再整理（第 27
条、第 32条） 
８．議決権割合 
新築物件における選択肢として、総会の議決権(及び譲渡契約

時の敷地の持ち分割合)について、住戸の価値割合に連動した設
定も考えられる旨の解説を追加(第 46条関係コメント) 
９．理事会の代理出席 
理事会への理事の代理出席について、あらかじめ代理する者を

定めておく、議決権行使書による表決を認める等が望ましい旨の解
説を追加し、理事会の議決有効性を巡るトラブルを防止（第 53条関
係コメント） 
10．管理費等の滞納に対する措置 
管理組合が滞納者に対してとり得る各種の措置について、段階

的にまとめたフローチヤート等を提示（第 60 条、別添３） 
11．マンションの管理状況などの情報開示 
大規模修繕工事の実施状況や予定、修繕積立金の積み立て状

況などの情報を開示する場合の条項を整備（第 64条、別添４等） 
12．その他所要の改正 
マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部を改正する

法律（平成 26年法律第 80号）の施行等に伴う改正、字句の修正等 
 
 なお、上記と同様の改正を、マンション標準管理規約（単棟型）だ
けでなく、マンション標準管理規約（団地型）及びマンション標準管
理規約（複合用途型）についても行うこととする 
 
 

改 正 箇 所 一 覧 


